
第１節 公安委員会制度

公安委員会制度は，警察の民主的管理と政治的中立性の確保を図るために設けられたもの

であり，国には国家公安委員会が，都道府県には都道府県公安委員会（道にあっては，方面

公安委員会を含む。）が，それぞれ設置されている。すなわち，公安委員会制度は，強い執

行力を持つ警察行政について，その政治的中立性を確保し，かつ，その運営の独善化を防ぐ

ためには，国民の良識を代表する者が警察の管理を行うことが適切であると考えられたこと

から設けられたものである。

１ 国家公安委員会

（１） 国家公安委員会の組織

国家公安委員会は，国務大臣たる委員長と５人の委員によって構成されている。委員長に

国務大臣が充てられているのは，行政委員会制度を採用する一方で，治安に関する内閣の行

政責任を明確化しようとする趣旨である。また，委員は，内閣総理大臣により，国会の両議

院の同意を得た上で任命されている。

（２） 国家公安委員会の役割

現在の国家公安委員会は，昭和２９年の現行警察法制定により設置されたものであり，警察

行政の民主的運営，政治的中立性の確保の点で，大きな役割を果たしてきている。

国家公安委員会は，国の警察機関として，国の公安に係る警察運営をつかさどり，教育訓

練，警察装備等に関する事項を統轄し，警察職員の活動の基準の策定等警察行政に関する調

整を行うことをその任務とし，この任務を遂行するため警察庁を管理している。「管理」と

は，国家公安委員会の所掌事務につき，その大綱方針を定め，その大綱方針に即して警察事

務の運営を行わせるために，警察庁を監督することである。

このほか，国家公安委員会は，国家公安委員会規則の制定，警察庁長官及び都道府県警察

の幹部職員（警視総監，道府県警察本部長，方面本部長及びその他の警視正以上の階級にあ

る警察官。以下「地方警務官」という。）の任免，緊急事態の布告に関する内閣総理大臣に

対する勧告等，警察法に基づく権限を有するとともに，犯罪被害者等給付金支給法，暴力団

員による不当な行為の防止等に関する法律（以下「暴力団対策法」という。），道路交通法等
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各種法令の規定に基づく権限を有している。

（３） 国家公安委員会の活動状況

現在，国家公安委員会は，原則として毎週木曜日に定例会議を開催しているほか，必要が

ある場合には臨時会議を開催することとしている。定例会議では，警察庁から，その一週間

における重要な事件，事故及び災害の発生状況とこれらに対する警察の取組み，天皇皇后両

陛下の行幸啓等に伴う警衛，外国元首等の来日に伴う警護等への取組み，治安情勢の中長期

的傾向とそれを踏まえた警察の施策等様々な警察の業務について所要の報告を徴するととも

に，委員会としての意思を決定し，これらは，警察の業務運営に反映されているところであ

る。

平成１１年中には，革マル派及び中核派の非公然アジトの摘発事案，全日空機ハイジャック

事件，玄倉川中州キャンプ者水難事故，茨城県に所在するウラン加工施設における臨界事

故，埼玉県桶川市における女子大生殺人事件等の各種重要事件，事故及び災害への警察の取

組みのほか，警察庁ハイテク犯罪対策強化委員会の設置，東チモールへの文民警察官の派遣，

平成１２年度警察庁予算概算要求案の概要，職員の不祥事案の発生等多様な案件について詳細

な報告を徴し，活発な審議を行った。また，コンピュータ西暦２０００年問題への対応について

所要の報告を徴した。

さらに，１１年中は，不正アクセス行為の禁止等に関する法律の施行に伴い，不正アクセス

行為の再発を防止するための都道府県公安委員会による援助に関する規則を制定するな

ど，１４件の国家公安委員会規則を制定したほか，地方警務官の任免権の行使として，１４件の

懲戒処分を行った。

このほか，暴力団対策法に基づく審査専門委員の任命，同法に基づく暴力団の指定に係る

要件の該当性の確認及び確認のための審査専門委員からの意見聴取，道路交通法に基づく交

通安全教育指針及び交通の方法に関する教則の一部改正，国会議事堂等周辺地域及び外国公

館等周辺地域の静穏の保持に関する法律に基づく政党事務所周辺地域等の指定に係る協議

等，各種法令に基づく権限を行使した。

また，警察行政に関する国民の声を今後の国家公安委員会運営に的確に反映させていくた

め，１２年２月，インターネットのホームページを開設し，その活動状況等について紹介する

とともに，電子メール等により国民の要望，意見を受け付けている。

２ 都道府県公安委員会

（１） 都道府県公安委員会の組織

都道府県公安委員会は，都道府及び指定県（政令指定市を包括する県）の場合は５人，そ

れ以外の県及び北海道の方面の場合は３人の委員によって組織されており，委員は都道府県
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知事が都道府県議会の同意等を得て任命することとされている。

（２） 都道府県公安委員会の役割と活動状況

現在の都道府県公安委員会も，昭和２９年の現行警察法制定により設置されたものであり，

都道府県における警察行政の民主的運営，政治的中立性の確保の点で，大きな役割を果たし

てきている。

都道府県公安委員会は，都道府県警察を管理する権限を有しており，都道府県警察から

日々生起する事件，事故及び災害の発生状況とこれらに対する警察の取組み等について所要

の報告を徴するとともに，委員会としての意思を決定し，これらは，都道府県警察の業務運

営に反映されている。

また，法令又は条例の委任に基づく都道府県公安委員会規則の制定，地方警務官の任免に

ついての同意，地方警務官以外の都道府県警察の職員の任免についての意見陳述，都道府県

警察の一定の組織の新設・改廃，警察庁又は他の都道府県警察に対する援助の要求，管轄区

域の境界周辺における事案の処理及び移動警察等に関する協議等，警察法に基づく権限を有

している。

このほか，都道府県公安委員会は，主なものとして，次のような権限を有しており，各種

法令に従って適切に行使している。

○ 犯罪被害者等給付金支給法に基づく犯罪被害者等給付金の支給に係る裁定

○ 古物営業法及び質屋営業法に基づく古物営業・質屋営業の許可とそれに対する取消処

分等（聴聞等を含む。以下同じ。）

○ 警備業法に基づく警備業を営もうとする者の認定とそれに対する取消処分等

○ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律に基づく風俗営業の許可とそれに

対する取消処分等，店舗型性風俗特殊営業を営む者等に対する営業停止の命令等

○ 銃砲刀剣類所持等取締法に基づく銃砲刀剣類の所持許可とそれに対する取消処分等

○ 暴力団対策法に基づく指定暴力団の指定，暴力的要求行為等に対する措置命令等

○ 道路交通法に基づく道路における交通規制，運転免許とそれに対する取消処分等

［事例１］ 埼玉県公安委員会は，１１年中，１０件の強盗殺人事件，殺人事件，傷害致死事件

の遺族１２人について，計３，３７４万８，４４７円の犯罪被害者等給付金を支給する旨の裁定を行

った。

［事例２］１１年１０月，熊本県公安委員会は，第５４回国民体育大会（秋季大会）の開催に際

し，東京都公安委員会等に援助要求を行い，これに基づき，警視庁等から約２，０００人が派

遣され，警衛警護警備を行った。

［事例３］１１年４月，中部縦貫自動車道油坂峠道路の開通に伴い，福井県公安委員会と岐

阜県公安委員会は，同道路上における，福井県警察及び岐阜県警察の警察官の権限行使
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に関する協定を締結した。この結果，県境を越えて同道路上における迅速適正かつ円滑

な事案処理が可能となった。

［事例４］１１年１０月，香川県公安委員会は，仲多度郡で開催された「金刀比羅宮大祭」に

おけるすり犯取締りのため，徳島県，愛媛県及び高知県の公安委員会に援助の要求を行

い，これに基づき，これらの県警察から各２人の警察官が派遣され，取締りに当たった。

３ 公安委員会相互間の連絡

警察法により，都道府県公安委員会は，国家公安委員会及び他の都道府県公安委員会と常

に緊密な連絡を保たなければならないこととされており，これに基づき，各種連絡協議会等

が開催されている。

（１） 国家公安委員会と都道府県公安委員会相互間の連絡

平成１１年中，国家公安委員会と全国の都道府県公安委員会との連絡協議会が２回開催さ

れ，全国の治安情勢等についての報告や意見交換が詳細にわたり行われた。

（２） 都道府県公安委員会相互間の連絡

平成１１年中，全国の八つのブロック（各管区及び北海道）において，国家公安委員会委員

の出席を得て，各ブロック内の道府県公安委員会及び方面公安委員会相互の連絡協議会が計

１４回開催されるとともに，都道府及び指定県に置かれる１１の公安委員会相互の連絡会議が１

回開催され，各都道府県の治安情勢やそれに対するそれぞれの取組みについての報告や意見

交換が詳細にわたり行われた。
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